









































The purpose of this paper is to introduce and analyze information asymmetry problems in the
Japanese real estate markets. It describes problems in current practices in the Japanese real estate
industry and suggests potential improvements by introducing more transparent disclosure system






多い（例えば，https : //www.homes.co.jp/cont/press/opinion/opinion_00180/ および大橋（2017），小林（2013），
住宅新産業研究会（2015）などを参照）。
２）J­REIT については，https : //j­reit.jp/ などを参照されたい。

































































６）総務省統計局『平成 25年住宅・土地統計調査～空き家等の住宅に関する主な指標の集計結果』（http : //www.
stat.go.jp/data/jyutaku/topics/topi861.html）
７）国土交通省住宅局『平成 26年 空家実態調査 集計結果』（http : //www.mlit.go.jp/common/001110681.pdf）
８）野村総合研究所『News Release』2016年 6月 7日。（http : //www.nri.com/̃/media/PDF/jp/news/2016/160607_1.pdf）

















































































１３）JLL 社（ジョーンズ ラング ラサール株式会社）は，世界の不動産市場の透明度を独自に収集した情報をも
とに分析し，グローバル不動産透明度インデックスを 2年に一度発行している。
１４）平成 28年度第 1回「海外不動産取引研究会」議事概要より大東氏の説明としての記述の一部を引用（http : //
www.retio.or.jp/research/pdf/kaigai_16_001_00.pdf）。















































































１７）土地総合情報システム。http : //www.land.mlit.go.jp/webland/。具体的な使い方については，例えば https : //rea-
tips.info/torihikikakaku-data-bunseki/ に詳しい。
１８）国交省 土地／建設産業局 不動産業課『不動産流通市場における情報整備のあり方研究会「レインズ機能の
充実の必要性」（2012年 8月）』http : //www.mlit.go.jp/common/000221115.pdf に詳しい。


























































































































































２１）株式会社 不動産流通研究所の定義による（https : //www.re-words.net/）。城川・大越（2017）および谷山
（2016）も参照されたい。
２２）最新の日本における不動産テック企業については，不動産テック協会 HP に詳しい。（https : //retechjapan.org/）
２３）国土交通省 HP 参照。（http : //www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_tk 5_000085.html）











































































MLS が存在（10年前には 1400超の MLS があっ
た）し、そのほとんどが NAR の所有・運営する
MLS であり、12の MLS が独立系民間の MLS
（Greater Boston Region, Chicago 等）であり、
MLS の情報項目・仕様・運営方針は RETS（Real
Estate Transaction Standard）により、統一化され
ており、RESO（Real Estate Standard Organiza-
tion）という組織が制定している。また、約 900























辺の詳細情報）、Tax Information, Assessment &
Tax（税情報）、Characteristics（建物の設備・性能
関連の情報）、Estimated Value（価格）、Listing









































































































































３３）2018年 11月 19日に著者が Zillow.com で住所情報を入力した時点の検索結果。
３４）Zillow 社が全米の不動産市場に与えた影響については，http : //journal.firsttuesday.us/zillows-impact-on-the-real-
estate-industry/62280/ を参照されたい。また，MLS による情報提供，インターネットによる不動産物件検索
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